
市民経済委員会審査日程表 
 

日 時 平成２８年３月２日（水） 

午前１０時 開議 

場 所 第３・４委員会室 

 

第１ 議案第２４号 流山市農業振興資金融資及び利子補給条例の制

定について 

 

第２ 議案第２２号 流山市消費生活センターの組織及び運営等に関

する条例の制定について 

 

第３ 議案第２１号 平成２７年度流山市国民健康保険特別会計補正

予算（第３号） 

 

第４ 議案第２３号 流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

第５ 議案第２０号 平成２８年度流山市国民健康保険特別会計予算 

 

第６ 所管事務の継続調査について 

   

 



流山市農業振興資金融資及び利子補給条例の制定について  

 

１ 制定の背景  

とうかつ中央農業協同組合管内の松戸市、鎌ヶ谷市では、農業後継

者等を対象に育成資金等を融資し、これに対する利子の一部を補助す

る条例が制定されているが、本市では未制定の状況であり、農業者か

ら本制度を利用したい要望があるところである。  

また、昭和３７年に流山市農業近代化資金利子補給条例が制定され

ているが、手続きが煩雑で融資実行までに期間がかかることから利用

する農業者がいない状況であり、平成２６年２月に改訂した流山市農

業振興基本指針においても、農業就業人口の減少・高齢化と後継者不

足への対応を課題として挙げており、明確な農業経営改善に向けた経

営目標を持つ意欲的な農業者に本市農業の牽引役として育成・支援を

行う必要があることから、本条例を制定するものである。  

 

２ 意見の聴取  

  農業委員会からの建議内容や認定農業者等との意見交換会の意見等

を踏まえ、農業従事者の声を反映しました。  

 

３ 近隣市の融資制度との比較（資料２）  

  流山市利子補給率： 2.3%   認定農業者は加算有  

  松戸市（昭和４７年施行  ）  利子補給率： 1.3%～ 2.3%  

認定農業者は加算有  

鎌ヶ谷市（昭和５５年施行）利子補給率： 1.0%～ 1.8% 加算無  

我孫子市（昭和４９年施行）利子補給率： 1.75% 加算無  

野田市（昭和４９年施行）  何年間も実施していない  

  柏市           農業振興資金制度なし  

 

４ 下期実施計画における位置付け  

  平成２８年度から平成３１年度までの後期基本計画の下期実施計画  

 に農業者のための資金等の融資及び利子補給制度を位置付けています。 

 

 



５ 予算措置  

  平成２８年度   

  農業振興資金預託金 5,000,000 円  

（とうかつ中央農業協同組合へ預託）  

  農業振興資金利子補給金（６カ月分） 74,000 円（５件分）  

 

６ 将来にわたる効果  

  農業後継者や新たに農業を営む者へ資金融資及び利子補給を行うこ  

 とにより、安定的な農業経営が図られ、後継者不足の解消につながり、  

 不耕作農地の解消が見込まれます。  



スーパーＬ資金（国）・農業近代化資金（県）・農業振興資金（流山市）の比較表 資料１

スーパーＬ資金 農業近代化資金 農業振興資金

償還期限 ２５年以内 １５年以内 １２年以内

融資対象者 認定農業者（１００％） 認定農業者（１００％） 認定農業者（１００％）

及び融資率 一般農業者（８０％） 一般農業者（１００％）

資金使途 ・農地取得を含む設備・長期運転資金 ・建構築物造成等 ・農業技術、経営方法等を習得に必要な資金

・農機具等取得資金等 ・農作物育成管理用施設等

・小土地改良資金 ・農機具、構築物等の修繕・復旧に要する資金

・長期運転資金 ・災害等の復旧に関する資金

・認定農業者以外のものは、復旧等を除く

貸付限度額 個人：３億円　　法人：１０億円 個人：１，８００万円以内　　法人：２億円以内 個人：６００万円以内

貸付利率 基準金利：0.35% 一般農業者　1.95%　　認定農業者　1.95% 一般農業者　   3.00%　　認定農業者   3.00%

県利子補給　1.25%　　県利子補給　1.25% 農協利子補給 　 0.5%  農協利子補給 0.5%＋0.1%

人・農地プランにおける中心的な経営体は、 市利子補給　0.5%　　　市利子補給　0.5% 市利子補給　    2.3%　市利子補給 　2.3%＋0.1%

５年間は利率ゼロ ＊認定農業者は、追加利子補給

末端金利　　 0.2%　　　末端金利　　 0.2% 末端金利　   　 0.2%　　　末端金利　   　0%

保証料率 なし 一律（基準）　0.25%（有担保）、0.40%（無担保）一律　0.40%（無担保）

必要書類 ・借入申込書、借入申込書共通別紙（事業費支払予定表） ・借入申込希望書 ・流山市農業振興資金借入申込書

・経営改善資金計画書 ・近代化資金借入申込書 ・流山市農業振興資金利子補給承認申請書

・見積書・契約書・設計書・位置図 ・経営改善資金計画書 ・見積書

・事業の実施に際し許認可を必要とする場合は、 ・農業経営改善計画書及び認定書写し ・カタログ等又は施設にあっては設計書等

　その許認可証の写し ・農業近代化資金利子補給申請書 ・納税証明書

・法人の場合には法人の登記簿謄本及び定款 ・農業近代化資金利子補給明細書 ・確定申告書等の写し

・その他融資機関が必要と認める書類 ・見積書 ・その他市長が必要と認める書類

・納税証明書 ・その他金融機関が必要と認める書類

・確定申告書等の写し

・その他市長が必要と認める書類

・その他金融機関が必要と認める書類

審査期間 約１か月～１か月半程度 約１か月～２か月程度 約１週間～１０日程度

利子補給承認審査会を月１回開催 随時対応可能

保全 原則、融対物件を担保とする 農業信用基金協会保証 農業信用基金協会保証

（原則は無担保、有担保の対応もある） （無担保）



農業振興資金及び利子補給に関する近隣市との比較 資料２

流山市 松戸市（昭和４７年施行） 鎌ヶ谷市（昭和５５年施行） 我孫子市（昭和４９年施行）野田市（昭和４９年施行）

融資額 ６００万円
６００～１，０００万円
（畜産）の８０％以内

６００～１，０００万円
（畜産）の８０％以内

２００～３００万円
３００～５００万円の
８０％以内

融資期間 １２年以内 １２年以内 １０年以内（畜産１２年） ７年以内 １０年又は１５年以内

融資率 3% 3% 3% 3%

預託金 ５００万円 １億１，５００万円 ２，５００万円 近年予算計上なし

融資倍率 １０倍 ７倍 １０倍

市利子補給率
２．３％
認定農業者は加算有

１．３％～２．３％
認定農業者は加算有

１．０％～１．８％
１．７５％
加算無

農協利子補給率
０．５％
認定農業者は加算有

０．５％
認定農業者は加算有

０．５％
加算無

１．１％
加算無

融資機関 ＪＡとうかつ中央 ＪＡとうかつ中央 ＪＡとうかつ中央 ＪＡとうかつふたば

Ｈ２６年度実績
新規、１６件
融資継続件数　６９件

新規、３件
融資継続件数　３９件

相違点

・どの資金も融資額と
利子補給率は同じ
・融資額は、１００％

・資金の種類によって
融資額と利子補給率
が異なる
・融資額が８０％以内

・資金の種類によって
融資額と利子補給率
が異なる
・融資額が８０％以内

農業近代化資金
の利用状況

数年は、利用なし 現在は、利用していない
１０数年ぶりに昨年１件の
利用あり

利用者あり

　柏市は、農業振興資金制度がない



流山市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の制定について【概要】 
 

 

 

 

 

 

《条例の制定について》 

 消費者安全法は、消費生活センター（以下「センター」という。）を設置する地方公共団体において、以下の事項について条例を定める

ものとした。（法律第１０条の２第１項） 

 

 ①センターの組織及び運営に関する事項 

 ②消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理に関する事項 

 ③その他内閣府令で定める事項 

 

※③も条例事項としているが、これに対応する内閣府令は定められていないため、①及び②について条例に規定する。 

 

《条例の整備について》 

地方公共団体が条例を制定するに当たっては、事業者に対する消費者からの苦情が適切かつ迅速に処理されるための基準として、内閣府

令で定める基準を参酌するものとした。（法律第１０条の２第２項） 

 

 

《改正消費者安全法の概要》 

消費者の安心・安全の確保を図るため、消費生活相談員の職を法律に位置づけ、登録試験機関により実施される消費生活

相談員資格試験制度を創設するなど、消費生活相談体制の充実・強化を図る。 



《条例制定の主な内容》 

 ①センターの名称、位置、相談日時の公示（条例第２条） 

  ・センターを設置したときや名称等の変更があった場合には、遅延なく公示しなければならないと規定した。公示場所については、流

山市広告式条例で定められている掲示場とした。 

 

 ②センター所長及び事務を行うために必要な職員の配置（条例第３条） 

  ・センターの事務を掌理する所長及び事務を行うために必要な職員を置くことを定めた。 

 

 ③資格試験合格者（みなし合格者を含む）を配置（条例第４条） 

  ・センターに消費生活相談員資格合格者又は景表法等改正等法附則第３条により試験に合格したとみなされた者を配置することを定め

た。消費生活相談員の全員が上記のいずれかの要件を満たすことを求めた。 

    試験を合格したとみなされた者 

    現行３資格所有者（※）であって地方公共団体における消費生活相談の事務又はそれに準ずる事務に１年以上従事した経験を 

有する者。（流山市のセンターで従事している消費生活相談員は現行３資格を所有しており「みなし合格」に該当する。） 

    ※現行３資格：消費生活専門相談員（国民生活センター）、消費生活アドバイザー（日本産業協会）、消費生活コンサルタント（日本消費者協会） 

   

④適切な人材及び処遇の確保に必要な措置（条例第５条） 

 ・センターが消費生活相談等の事務において中心的な役割を果たしており、その機能向上が期待されていることを踏まえると、センタ

ーにおいて消費生活相談員の適切な人材及び処遇を確保することは特に重要であることから定めた。 

 

 ⑤職員に対する研修機会の確保（条例第６条） 

  ・消費生活相談等の事務に従事する職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならないことを定めた。 

 

 ⑥情報の適切な管理に必要な措置（条例第７条） 

  ・センターには多数の消費者相談情報が蓄積されることから、情報の安全管理を確実に行うために必要な措置を講ずるために定めた。 

  



　
平成２７年度３月補正予算（案）について　　　　　国保年金課

2016/2/3

（単位：円）

ＮＯ 補正科目 現予算額 決算見込額 補正額

0301010101 療養給付費等負担金 2,838,780,000 2,608,732,000 -230,048,000

0301030101 特定健診等負担金（国負担） 32,811,000 33,196,000 385,000

0401010101 療養給付費等交付金 309,185,000 391,332,000 82,147,000

0601020101 特定健診等負担金（県負担） 32,811,000 33,196,000 385,000

0801010101 財産収入（財政調整積立基金利子） 1,000 73,000 72,000

0901010101
保険基盤安定繰入金
（保険料軽減分）

276,356,000 284,658,000 8,302,000

0901010201
保険基盤安定繰入金
（保険者支援分）

86,824,000 223,940,000 137,116,000

0901010501 財政安定支援事業繰入金 61,188,000 42,392,000 -18,796,000

0901010601 その他一般会計繰入金 386,143,000 412,451,000 26,308,000

4,024,099,000 4,029,970,000 5,871,000

（単位：円）

ＮＯ 補正科目 現予算額 決算見込額 補正額

0201020101 退職被保険者等療養給付 422,845,000 432,845,000 10,000,000

0801010151 特定健康診査等事業 122,146,000 117,925,000 -4,221,000

0901010101 財政調整積立基金 1,000 73,000 72,000

1002010151 高額療養費貸付基金欠損補填金 0 20,000 20,000

422,845,000 432,845,000 5,871,000合計

②現予算額 18,714,023,000
補正額（①－②） 5,871,000

合計

歳入歳出予算額

①補正後予算額 18,719,894,000

【歳出】補正（案）の内訳

【歳入】補正（案）の内訳

資料１



  提出議案（国保年金課）                

  

(１ )流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について  

【概要】本案は、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令の公布

に合わせて、平成２８年度以後における国民健康保険料の軽減

判定所得の算定方法を改めることにより、低所得者世帯の保険

料負担の軽減を図るもの。 

（主な内容） 

ア  応益割分（被保険者均等割及び世帯別平等割）の５割軽減の

対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者の数

に乗じる金額を２６万円から２６.５万円に引き上げる。 

＜現行＞基準額 ３３万円＋２６  万円×被保険者数  

＜改正＞基準額 ３３万円＋２６.５万円×被保険者数 

 

イ  応益割分（被保険者均等割及び世帯別平等割）の２割軽減の

対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者の数

に乗じる金額を４７万円から４８万円に引き上げる。 

＜現行＞基準額 ３３万円＋４７万円×被保険者数 

＜改正＞基準額 ３３万円＋４８万円×被保険者数 

 

※被保険者には特定同一世帯所属者（国保から後期高齢者医 

療に移行した者で、継続して国保の被保険者と同一世帯に 

属するもの）含む。 

    

   ウ  施行日  平成２８年４月１日 

 

    ※国民健康保険法施行令の一部を改正する政令においては、 

     保険料賦課限度額の引上げ（医療分に係るものを５２万円 

     から５４万円に、後期高齢者支援金等に係るものを１７万 

円から１９万円に引き上げる。）も併せて行われる。 

      

 

 

資料２
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流山市国民健康保険条例（平成３年流山市条例第６号）新旧対照表 

改正後 改正前 

（保険料の減額） （保険料の減額） 

第２０条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は、第８条又は第１２条の基礎賦課額から、それぞれ、当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額は、令第２９条

の７第２項第１０号に定める金額を超えることができない。）とする。 

第２０条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は、第８条又は第１２条の基礎賦課額から、それぞれ、当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額は、令第２９条

の７第２項第１０号に定める金額を超えることができない。）とする。 

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在においてその

世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事

業専従者控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項

の規定を適用せず、また、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７

条第１項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得

金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第

３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得の金額、同法附

則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３５条

第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第６項に

規定する株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第

１１項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１

２項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この項において同じ。）

の算定についても同様とする。以下同じ。）及び山林所得金額並びに他

の所得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４

条の２第２項に掲げる金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在においてその

世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事

業専従者控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項

の規定を適用せず、また、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７

条第１項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得

金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第

３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得の金額、同法附

則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３５条

第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第６項に

規定する株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第

１１項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１

２項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この項において同じ。）

の算定についても同様とする。以下同じ。）及び山林所得金額並びに他

の所得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４

条の２第２項に掲げる金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 

資料２－２
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改正後 改正前 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額と

イに掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額と

イに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７

を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を

乗じて得た額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項に規定する金額に２６万５千円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期

日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合

算した額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項に規定する金額に２６万円    に当該年度の保険料賦課期日（賦課期

日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合

算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５

を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を

乗じて得た額 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第

２項に規定する金額に４８万円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日

後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者であって前２号に該当する者以外のもの アに掲げる額に当

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第

２項に規定する金額に４７万円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日

後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者であって前２号に該当する者以外のもの アに掲げる額に当
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改正後 改正前 

該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを

合算した額 

該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを

合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２

を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を

乗じて得た額 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第８条又は第１２条」とあるのは「第１６条の３又は第１

６条の６」と、「令第２９条の７第２項第１０号」とあるのは「令第２９

条の７第３項第９号」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第８条又は第１２条」とあるのは「第１６条の３又は第１

６条の６」と、「令第２９条の７第２項第１０号」とあるのは「令第２９

条の７第３項第９号」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合

において、同項中、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、

「第８条又は第１２条」とあるのは「第１６条の１１」と、「令第２９条

の７第２項第１０号」とあるのは「令第２９条の７第４項第９号」と読み

替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合

において、同項中、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、

「第８条又は第１２条」とあるのは「第１６条の１１」と、「令第２９条

の７第２項第１０号」とあるのは「令第２９条の７第４項第９号」と読み

替えるものとする。 
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４　予算
歳　　入 （単位：千円）

増減額
③-②

伸率
③÷②

増減額
③-①

伸率
③÷①

　１　国民健康保険料 4,089,624 4,079,927 4,107,290 27,363 0.67% 17,666 0.43% 21.72%
　２　一部負担金 02 2 0 - 2 － 0.00%
　３　国庫支出金 3,150,951 3,297,793 3,033,890   263,903  8.00%   117,061  3.72% 16.05%
　４　療養給付費等交付金 561,455 309,186 404,521 95,335 30.83%   156,934  27.95% 2.14%
　５　前期高齢者交付金 4,869,841 5,114,456 5,439,227 324,771 6.35% 569,386 11.69% 28.77%
　６　県支出金 884,741 869,419 880,143 10,724 1.23%   4,598  0.52% 4.65%
　７　共同事業交付金 1,491,794 3,653,956 3,804,726 150,770 4.13% 2,312,932 155.04% 20.12%
　８　財産収入 65 3 3 0 -   62  95.38% 0.00%
　９　繰入金 1,151,504 1,000,001 1,201,010 201,009 20.10% 49,506 4.30% 6.35%
１０　繰越金 98,993 10,001 10,000   1  0.01%   88,993  89.90% 0.05%
１１　諸収入 47,050 28,424 26,953   1,471  5.18%   20,097  42.71% 0.14%

歳　　出 （単位：千円）

増減額
③-②

伸率
③÷②

増減額
③-①

伸率
③÷①

　１　総務費 277,193 284,514 261,320   23,194  8.15%   15,873  5.73% 1.38%
　２　保険給付費 10,852,051 10,850,387 11,163,569 313,182 2.89% 311,518 2.87% 59.04%
　３　後期高齢者支援金等 2,279,955 2,408,565 2,456,616 48,051 2.00% 176,661 7.75% 12.99%
　４　前期高齢者納付金等 1,804 3,086 2,714   372  12.05% 910 50.44% 0.01%
　５　老人保健拠出金 75 2 2 0 0.00%   73  97.33% 0.00%
　６　介護納付金 892,328 856,993 892,345 35,352 4.13% 17 0.00% 4.72%
　７　共同事業拠出金 1,549,560 3,742,312 3,898,066 155,754 4.16% 2,348,506 151.56% 20.62%

※　（　　　）は、伸び率 　８　保健事業費 175,171 179,654 195,482 15,828 8.81% 20,311 11.59% 1.03%
　９　基金積立金 3,051 1 1 0 0.00%   3,050  99.97% 0.00%
１０　諸支出金 129,975 27,654 27,650   4  0.01%   102,325  78.73% 0.15%
１１　予備費 0 10,000 10,000 0 - 10,000 － 0.05%

※　（　　　）は、伸び率 歳入歳出差引 184,855 0 0 － － － － －

平成２８年２月３日現在

5,500
（30.９５％）

1.60%
（14.29％）

12,600
（0.00％）

③
２８年度
予算（案）

②
２７年度
当初予算

①
２６年度
決算

款

2.20%
（22.22％）

18,363,168 18,907,765

28予算⇔26決算

2.97%歳　出　合　計 16,161,163 2,746,602

H28年度
の総額に
対する
割合

28予算⇔27当初予算

③
２８年度
予算（案）

②
２７年度
当初予算額

2.97%544,597 100.00%18,907,765

14

23～25年

（0.00％）

100.00%544,597

歳　入　合　計 16,346,018 18,363,168

２８年度

２８年度

12
後期分 - - 12

2,561,747 15.67%

13

医療分 56 47 50
介護分 9 10

（限度額の推移） （単位：万円）

年度 18年 19年 20年 21年 22年 26年

均等割 - - -
4,200

（Ｈ２０制度開始）

所得割 - - -
1.80%

（Ｈ２０制度開始）

（後期高齢者支援金分） （単位：円）

年度 １３～１５年度 １６・１７年度 １８・１９年度 ２０～２７年度

7,440
12,000 12,600 12,600

（61.29％） （5.00％）

17.00%
所得割 0.83%

1.30% 1.40% 1.40%
（56.63％） （7.69％） （0.00％）

均等割

（介護分） （単位：円）

１３～１５年度 １６・１７年度 １８・１９年度 ２０～２７年度

15,600
（8.33％） （0.00％） （0.00％） （0.00％） （0.00％）

平等割 14,400
15,600 15,600 15,600 15,600

19,200
（１4.29％） （6.25％） （0.00％） （△20.59％） （１8.52％）

均等割 16,800
19,200 20,400 20,400 16,200

7.30%
（5.26％） （7.50％） （5.81％） （△19.78％） （0.00％）

所得割 7.60%
8.00% 8.60% 9.10% 7.30%

（医療分）
（単位：円）

１３年度 １４・１５年度 １６・１７年度 １８・１９年度 ２０年度 ２１-２８年度

３　保険料率の推移

前年度伸率 -6.6% -8.6% -5.2% -37.6%
増　減（27→28）   717   1,150   617   533

10.6%
平成28年度 10,165 12,235 11,349 92.8% 886 7.2%
平成27年度 10,882 13,385 11,966 89.4% 1,419

人数割合 割合

平成26年度(実績) 10,965 13,526 11,548 85.4% 1,978 14.6%

２　国民健康保険(介護分)加入者の見込み

区　　分

加入者数 内　　　　　訳

世帯数 被保険者数
一般 退職

人数

  568
平成28年度 24,304

前年度伸率 -3.0% -2.3% -0.9% -36.9%

5.1%94.9% 2,146
3.6%
2.4%

増　減（27→28）   762   953   385

40,243
1,540

41,399 40,427 97.7% 972

退職一般

平成27年度 25,066 42,352 40,812 96.4%
平成26年度(実績) 24,835 42,389

平成２８年度流山市国民健康保険特別会計予算（案）

１　国民健康保険（医療分）加入者の見込み

区　　分

加入者数 内　　　　　訳

世帯数 被保険者数
人数 割合 人数

14
16

51

28予算⇔26決算 H28年度
の総額に
対する
割合

28予算⇔27当初予算

割合
款

①
２６年度
決算

52

17

２７年 28年（予定）
54

19
16

- 1 -



所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

7.30% 19,200円 15,600円 2.20% 5,500円 1.60% 12,600円 　

平成25年度 平成26年度 平成28年度

決　算　額 決算額 当初予算額 9月補正額 12月補正額 予算現額 決算見込額 当初予算額 増減額 伸び率 増減額 伸び率 増減額 伸び率

円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

一般（医療） 2,655,866,311 2,671,414,175 2,698,667,000 0 0 2,698,667,000 2,698,667,000 2,658,722,000 △ 39,945,000 △ 1.48 △ 39,945,000 △ 1.48 △ 12,692,175 △ 0.48

一般（支援） 586,210,887 602,515,203 601,695,000 0 0 601,695,000 601,695,000 754,167,000 152,472,000 25.34 152,472,000 25.34 151,651,797 25.17

一般（介護） 218,840,402 220,728,861 225,736,000 0 0 225,736,000 225,736,000 247,892,000 22,156,000 9.82 22,156,000 9.82 27,163,139 12.31

退職（医療） 218,154,926 182,002,702 181,831,000 0 0 181,831,000 181,831,000 125,430,000 △ 56,401,000 △ 31.02 △ 56,401,000 △ 31.02 △ 56,572,702 △ 31.08

退職（支援） 49,426,545 42,166,610 43,564,000 0 0 43,564,000 43,564,000 38,240,000 △ 5,324,000 △ 12.22 △ 5,324,000 △ 12.22 △ 3,926,610 △ 9.31

退職（介護） 56,435,929 46,816,323 44,623,000 0 0 44,623,000 44,623,000 33,812,000 △ 10,811,000 △ 24.23 △ 10,811,000 △ 24.23 △ 13,004,323 △ 27.78

一般（医療） 237,248,261 230,556,446 204,177,000 0 0 204,177,000 204,177,000 179,321,000 △ 24,856,000 △ 12.17 △ 24,856,000 △ 12.17 △ 51,235,446 △ 22.22

一般（支援） 49,024,619 49,227,453 43,693,000 0 0 43,693,000 43,693,000 39,026,000 △ 4,667,000 △ 10.68 △ 4,667,000 △ 10.68 △ 10,201,453 △ 20.72

一般（介護） 31,256,578 30,898,942 27,185,000 0 0 27,185,000 27,185,000 25,209,000 △ 1,976,000 △ 7.27 △ 1,976,000 △ 7.27 △ 5,689,942 △ 18.41

退職（医療） 10,386,473 9,115,883 5,990,000 0 0 5,990,000 5,990,000 3,761,000 △ 2,229,000 △ 37.21 △ 2,229,000 △ 37.21 △ 5,354,883 △ 58.74

退職（支援） 2,082,371 1,897,537 1,226,000 0 0 1,226,000 1,226,000 792,000 △ 434,000 △ 35.40 △ 434,000 △ 35.40 △ 1,105,537 △ 58.26

退職（介護） 2,565,937 2,283,959 1,540,000 0 0 1,540,000 1,540,000 918,000 △ 622,000 △ 40.39 △ 622,000 △ 40.39 △ 1,365,959 △ 59.81

4,117,499,239 4,089,624,094 4,079,927,000 0 0 4,079,927,000 4,079,927,000 4,107,290,000 27,363,000 0.67 27,363,000 0.67 17,665,906 0.43

0 0 2,000 0 0 2,000 2,000 2,000 0 0.00 0 0.00 2,000

2,621,680,374 2,696,778,915 2,838,781,000 0 0 2,838,781,000 2,608,733,000 2,664,972,000 △ 173,809,000 △ 6.12 56,239,000 2.16 △ 31,806,915 △ 1.18

85,595,215 94,140,262 93,201,000 0 0 93,201,000 93,201,000 99,223,000 6,022,000 6.46 6,022,000 6.46 5,082,738 5.40

32,965,000 33,544,000 32,811,000 0 0 32,811,000 33,196,000 33,310,000 499,000 1.52 114,000 0.34 △ 234,000 △ 0.70

332,257,000 326,360,000 333,000,000 0 0 333,000,000 333,000,000 236,385,000 △ 96,615,000 △ 29.01 △ 96,615,000 △ 29.01 △ 89,975,000 △ 27.57

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

95,000 128,000 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 128,000 △ 100.00

3,014,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,075,606,589 3,150,951,177 3,297,793,000 0 0 3,297,793,000 3,068,130,000 3,033,890,000 △ 263,903,000 △ 8.00 △ 34,240,000 △ 1.12 △ 117,061,177 △ 3.72

704,270,585 561,454,436 309,186,000 0 0 309,186,000 391,333,000 404,521,000 95,335,000 30.83 13,188,000 3.37 △ 156,933,436 △ 27.95

4,711,875,099 4,869,840,747 5,114,456,000 0 50,575,000 5,165,031,000 5,165,031,000 5,439,227,000 324,771,000 6.35 274,196,000 5.31 569,386,253 11.69

85,595,215 94,140,262 93,201,000 0 0 93,201,000 93,201,000 99,223,000 6,022,000 6.46 6,022,000 6.46 5,082,738 5.40

32,965,000 33,544,000 32,811,000 0 0 32,811,000 33,196,000 33,310,000 499,000 1.52 114,000 0.34 △ 234,000 △ 0.70

700,586,000 757,057,000 743,407,000 0 0 743,407,000 743,407,000 747,610,000 4,203,000 0.57 4,203,000 0.57 △ 9,447,000 △ 1.25

819,146,215 884,741,262 869,419,000 0 0 869,419,000 869,804,000 880,143,000 10,724,000 1.23 10,339,000 1.19 △ 4,598,262 △ 0.52

313,680,421 353,808,124 312,834,000 0 0 312,834,000 312,834,000 333,045,000 20,211,000 6.46 20,211,000 6.46 △ 20,763,124 △ 5.87

1,097,339,650 1,137,986,042 3,341,122,000 0 0 3,341,122,000 3,341,122,000 3,471,681,000 130,559,000 3.91 130,559,000 3.91 2,333,694,958 205.07

1,411,020,071 1,491,794,166 3,653,956,000 0 0 3,653,956,000 3,653,956,000 3,804,726,000 150,770,000 4.13 150,770,000 4.13 2,312,931,834 155.04

56,950 65,434 3,000 0 0 3,000 75,000 3,000 0 0.00 △ 72,000 △ 96.00 △ 62,434 △ 95.42

231,159,390 273,408,630 276,356,000 0 0 276,356,000 284,658,000 317,501,000 41,145,000 14.89 32,843,000 11.54 44,092,370 16.13

74,908,886 87,325,746 86,824,000 0 0 86,824,000 223,940,000 244,568,000 157,744,000 181.68 20,628,000 9.21 157,242,254 180.06

277,504,931 277,192,959 284,514,000 0 0 284,514,000 284,514,000 261,320,000 △ 23,194,000 △ 8.15 △ 23,194,000 △ 8.15 △ 15,872,959 △ 5.73

49,280,000 42,000,000 50,400,000 0 0 50,400,000 50,400,000 42,000,000 △ 8,400,000 △ 16.67 △ 8,400,000 △ 16.67 0 0.00

0 58,146,000 61,188,000 0 0 61,188,000 42,392,000 64,511,000 3,323,000 5.43 22,119,000 52.18 6,365,000 10.95

ル ー ル 分 24,785,194 21,000,000 25,200,000 0 0 25,200,000 25,200,000 21,000,000 △ 4,200,000 △ 16.67 △ 4,200,000 △ 16.67 0 0.00

特別事情分 403,443,124 389,445,285 215,518,000 0 145,425,000 360,943,000 387,251,000 250,109,000 34,591,000 16.05 △ 137,142,000 △ 35.41 △ 139,336,285 △ 35.78

その他繰入計 428,228,318 410,445,285 240,718,000 0 145,425,000 386,143,000 412,451,000 271,109,000 30,391,000 12.63 △ 141,342,000 △ 34.27 △ 139,336,285 △ 33.95

0 2,985,305 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000 0 0.00 0 0.00 △ 2,984,305 △ 99.97

1,061,081,525 1,151,503,925 1,000,001,000 0 145,425,000 1,145,426,000 1,298,356,000 1,201,010,000 201,009,000 20.10 △ 97,346,000 △ 7.50 49,506,075 4.30

142,210,288 98,993,188 10,001,000 154,855,000 0 164,856,000 164,856,000 10,000,000 △ 1,000 △ 0.01 △ 154,856,000 △ 93.93 △ 88,993,188 △ 89.90

30,463,317 47,050,279 28,424,000 0 0 28,424,000 28,424,000 26,953,000 △ 1,471,000 △ 5.18 △ 1,471,000 △ 5.18 △ 20,097,279 △ 42.71

16,073,229,878 16,346,018,708 18,363,168,000 154,855,000 196,000,000 18,714,023,000 18,719,894,000 18,907,765,000 544,597,000 2.97 187,871,000 1.00 2,561,746,292 15.67歳 入 合 計

財 政 安 定 化 支 援 事 業

その他一般会計繰入金

財 政 調 整 積 立 基 金 繰 入 金
（ 出 産 資 金 貸 付 基 金 含 む ）

計

繰 越 金

諸 収 入

共 同 事 業
交 付 金

高 額 医 療 費 共 同 事 業 交 付 金

保 険 財 政 共 同 安 定 化 事 業 交 付 金

計

財 産 収 入

繰
入
金

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 (軽 減 分 ）

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 (支 援 分 ）

職 員 給 与 費 等 繰 入 金

出 産 育 児 繰 入 金

療 養 給 付 費 等 交 付 金

前 期 高 齢 者 交 付 金

県
支
出
金

高 額 医 療 費 共 同 事 業 負 担 金

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金

県 財 政 調 整 交 付 金

計

国
庫
支
出
金

療 養 給 付 費 等 負 担 金

高 額 医 療 費 共 同 事 業 負 担 金

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金

財 政 調 整 交 付 金 (普 通 ・ 特 別 ）

出 産 育 児 一 時 金 補 助 金

災 害 臨 時 特 例 補 助 金

高齢者医療制度円滑導入事業費補助金

計

　　科　　　目

国
保
料
・
税

現 年 課 税 分

滞納繰越分

計

一 部 負 担 金

（歳入） 参考

区　　　分　　 平成２７年度 Ｈ28：Ｈ27当初予算比較 Ｈ28：Ｈ27決算見込み比較 Ｈ28：Ｈ26決算比較

流山市国民健康保険特別会計（平成２８年度予算:歳入）
医　　療　　分 支　　援　　分 介　　護　　分

（歳入）
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（歳出）

平成25年度 平成26年度 平成28年度

決　算　額 決算額 当初予算額 9月補正額 12月補正額 予算現額 決算見込額 当初予算額 増減額 伸び率 増減額 伸び率 増減額 伸び率

円 円 円 円 円 円

242,047,823 244,059,673 246,676,000 0 0 246,676,000 246,676,000 226,049,000 △ 20,627,000 △ 8.36 △ 20,627,000 △ 8.36 △ 18,010,673 △ 7.38

4,225,350 4,210,550 4,197,000 0 0 4,197,000 4,197,000 4,145,000 △ 52,000 △ 1.24 △ 52,000 △ 1.24 △ 65,550 △ 1.56

30,915,198 28,598,736 33,071,000 0 0 33,071,000 33,071,000 30,564,000 △ 2,507,000 △ 7.58 △ 2,507,000 △ 7.58 1,965,264 6.87

316,560 324,000 570,000 0 0 570,000 570,000 562,000 △ 8,000 △ 1.40 △ 8,000 △ 1.40 238,000 73.46

277,504,931 277,192,959 284,514,000 0 0 284,514,000 284,514,000 261,320,000 △ 23,194,000 △ 8.15 △ 23,194,000 △ 8.15 △ 15,872,959 △ 5.73

一 般 8,734,367,603 8,955,683,750 9,151,426,000 0 0 9,151,426,000 9,151,426,000 9,382,428,000 231,002,000 2.52 231,002,000 2.52 426,744,250 4.77

退 職 565,747,098 505,602,144 312,845,000 0 110,000,000 422,845,000 432,845,000 328,552,000 15,707,000 5.02 △ 104,293,000 △ 24.09 △ 177,050,144 △ 35.02

一 般 147,538,478 151,034,490 160,777,000 0 0 160,777,000 160,777,000 158,643,000 △ 2,134,000 △ 1.33 △ 2,134,000 △ 1.33 7,608,510 5.04

退 職 8,455,674 7,286,612 5,827,000 0 0 5,827,000 5,827,000 7,112,000 1,285,000 22.05 1,285,000 22.05 △ 174,612 △ 2.40

28,671,129 26,310,324 28,123,000 0 0 28,123,000 28,123,000 26,505,000 △ 1,618,000 △ 5.75 △ 1,618,000 △ 5.75 194,676 0.74

9,484,779,982 9,645,917,320 9,658,998,000 0 110,000,000 9,768,998,000 9,778,998,000 9,903,240,000 244,242,000 2.53 124,242,000 1.27 257,322,680 2.67

一 般 1,007,078,377 1,066,098,742 1,061,888,000 0 55,000,000 1,116,888,000 1,116,888,000 1,131,155,000 69,267,000 6.52 14,267,000 1.28 65,056,258 6.10

退 職 73,400,596 63,608,303 40,807,000 0 20,000,000 60,807,000 60,807,000 53,896,000 13,089,000 32.08 △ 6,911,000 △ 11.37 △ 9,712,303 △ 15.27

一般被高額介護合算 1,947,724 1,242,451 2,284,000 0 0 2,284,000 2,284,000 2,474,000 190,000 8.32 190,000 8.32 1,231,549 99.12

退職被高額介護合算 163,457 7,629 270,000 0 0 270,000 270,000 270,000 0 0.00 0 0.00 262,371 3,439.13

一 般 0 70,290 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000 0 0.00 0 0.00 △ 69,290 △ 98.58

退 職 0 0 1,000 0 0 1,000 1,000 1,000 0 0.00 0 0.00 1,000

74,353,285 64,176,214 75,600,000 0 0 75,600,000 75,600,000 63,000,000 △ 12,600,000 △ 16.67 △ 12,600,000 △ 16.67 △ 1,176,214 △ 1.83

34,650 30,240 38,000 0 0 38,000 38,000 32,000 △ 6,000 △ 15.79 △ 6,000 △ 15.79 1,760 5.82

10,100,000 10,900,000 10,500,000 0 0 10,500,000 10,500,000 9,500,000 △ 1,000,000 △ 9.52 △ 1,000,000 △ 9.52 △ 1,400,000 △ 12.84

1,167,078,089 1,206,133,869 1,191,389,000 0 75,000,000 1,266,389,000 1,266,389,000 1,260,329,000 68,940,000 5.79 △ 6,060,000 △ 0.48 54,195,131 4.49

10,651,858,071 10,852,051,189 10,850,387,000 0 185,000,000 11,035,387,000 11,045,387,000 11,163,569,000 313,182,000 2.89 118,182,000 1.07 311,517,811 2.87

2,307,752,500 2,279,955,255 2,408,565,000 0 0 2,408,565,000 2,408,565,000 2,456,616,000 48,051,000 2.00 48,051,000 2.00 176,660,745 7.75

2,430,996 1,803,669 3,086,000 0 0 3,086,000 3,086,000 2,714,000 △ 372,000 △ 12.05 △ 372,000 △ 12.05 910,331 50.47

79,912 74,585 2,000 0 0 2,000 2,000 2,000 0 0.00 0 0.00 △ 72,585 △ 97.32

902,743,235 892,328,254 856,993,000 0 0 856,993,000 856,993,000 892,345,000 35,352,000 4.13 35,352,000 4.13 16,746 0.00

342,385,229 376,564,619 372,814,000 0 0 372,814,000 372,814,000 396,900,000 24,086,000 6.46 24,086,000 6.46 20,335,381 5.40

1,139,992,230 1,172,995,089 3,369,498,000 0 0 3,369,498,000 3,369,498,000 3,501,166,000 131,668,000 3.91 131,668,000 3.91 2,328,170,911 198.48

1,482,377,459 1,549,559,708 3,742,312,000 0 0 3,742,312,000 3,742,312,000 3,898,066,000 155,754,000 4.16 155,754,000 4.16 2,348,506,292 151.56

166,639,097 175,171,375 179,654,000 0 8,500,000 188,154,000 183,933,000 195,482,000 15,828,000 0.00 11,549,000 6.28 20,310,625 11.59

57,000 3,051,000 1,000 0 0 1,000 73,000 1,000 0 0.00 △ 72,000 △ 98.63 △ 3,050,000 △ 99.97

172,793,489 129,975,320 27,654,000 154,855,000 2,500,000 185,009,000 185,029,000 27,650,000 △ 4,000 △ 0.01 △ 157,379,000 △ 85.06 △ 102,325,320 △ 78.73

0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 10,000,000 10,000,000 0 0.00 0 0.00 10,000,000

15,964,236,690 16,161,163,314 18,363,168,000 154,855,000 196,000,000 18,714,023,000 18,719,894,000 18,907,765,000 544,597,000 2.97 187,871,000 1.00 2,746,601,686 17.00

108,993,188 184,855,394 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 184,855,394

当　初 年度末 当　初 年度末
40,177,000 50,283,000 60,418,000 70,475,000 83,526,000 103,526,000 103,599,000 123,599,000

増加額 10,000,000 10,000,000 10,000,000 12,985,000 20,000,000 20,000,000

減少額

増加額 106,000 135,000 57,000 66,000 73,000 100,000

減少額

50,283,000 60,418,000 70,475,000 83,526,000 103,526,000 103,599,000 123,599,000 123,699,000年 度 末 現 在 高 見 込

平成２７年度（見込み） 平成２８年度（予定）

前 年 度 末 現 在 高

当該年度中増減見込

元金

利子分

基 金 の 状 況

区 分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

収 支 差 引 額

老 人 保 健 拠 出 金

介 護 納 付 金

共

同

事

業

拠

出

金

高 額 医 療 費 共 同 事 業 拠 出 金 （ そ の 他 含

保 険 財 政 共 同 安 定 化 事 業 拠 出 金

計

計

後 期 高 齢 者 支 援 金 等

前 期 高 齢 者 納 付 金 等

保
　
　
険
　
　
給
　
　
付
　
　
費

療
養
諸
費

療 養 給 付 費

療 養 費

審 査 支 払 手 数 料

小　　　　計

そ
の
他
の
給
付
費

高額療養費

移 送 費

出 産 育 児 一 時 金

出 産 育 児 一 時 金 審 査 手 数 料

葬 祭 費

小　　　　計

　　科　　　目

総
務
費

総務管理費

一 般 管 理 費

連 合 会 負 担 金

徴 収 費 賦 課 徴 収 費

運 営 協 議 会 費

計

（歳出） 流山市国民健康保険特別会計（平成２８年度予算：歳出） 参考

区　　　分　　 平成２７年度 Ｈ28：Ｈ27当初予算比較 Ｈ28：Ｈ27決算見込み比較 Ｈ28：Ｈ26決算比較
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